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 戦後７０年の節目を迎える本年、わが国を取り巻く安全保障環境が変化し、厳しさを増してきております。 

核兵器や弾道ミサイルといえば、昔は一部の国だけのものでした。しかし、今や、その技術は世界に拡散し、

日本の近くでも脅威が現実化しつつあります。また、国際的なテロの脅威や海洋、宇宙、サイバー空間における

リスクも深刻化しています。脅威は容易に国境を越え、もはやどの国も一国のみで平和を守ることができない事

態になっています。この状況において日本を守るために、最も大事なことは、まず徹底した外交努力を重ねるこ

とです。その上で、十分な「備え」をもつことが重要です。この「備え」こそ、「平

和安全法制」なのです。日本がいかなる危機状況にも「切れ目なく」対応できるこ

とを広く示すことが、「備え」となるからです。 

我々公明党は平和の党として、国民の命と平和な暮らしを守るため「平和安全法

制」に関する徹底した議論を行い、与党協議の中で、平和の党としての主張を盛り

込ませて参ります。今後も皆様が理解し、ご安心していただけるよう、引き続きし

っかりと責任を果たして参ります。 

 

 

【 問 】 

雇用促進事業により整備された

勤労者向けの住宅である雇用促進

住宅、現在は、高齢・障害・求職者

雇用支援機構が運営しております

が、閣議決定により、遅くとも平成

３３年度までに譲渡、廃止の処理

を完了することとされていると認

識しております。 本市においても、

西福井に茨木宿舎、高田町に高田

宿舎がございます。 

支援機構の意向調査の内容、調

査に対する本市の対応も、あわせ

てお聞かせください。 

 

 

 

 

 

 

 

【 答 】 

昭和４０年代に建築され、市営住宅と同様に老朽化した総戸数４４０戸

の雇用促進住宅を新たに取得し、維持管理していくことは困難であると考

えております。  

また、今後、少子高齢化や人口減少の進行によりまして民間賃貸住宅の

空き家のさらなる増加が懸念されることもございます。これらの状況を踏

まえまして、既存の市営住宅を適切に維持管理し、有効活用を図ることが

最優先であると考えますので、雇用促進住宅の取得はしないと回答をいた

しております。 

今後の取り組みやスケジュールにつきましては、平成２７年４月以降に

入居者の方々にお知らせするとの事ですけれども、市としては具体的な内

容は把握いたしておりません。売却状況によりまして、支援機構から改め

て本市に要請等があった場合につきましては、関係課と連携し可能な対応

を検討してまいりたいと考えております。 

 

【市長答弁】 

雇用促進住宅ですが、雇用支援機構の対応を見ながら、十分こちらから

も、そういう障害者、高齢の方の居場所というのは大切であると思います

ので、いろんな対応をしてまいりたい。市としても、その様子を見ながら、

足らないところに対応させてまいりたいと考えております。 
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子ども医療費助成０～２歳児所得制限撤廃 

 医療費の負担は、子育てにおいての不安の一つです。 

子どもを安心して産み育てられる環境を整えるよ

う訴えて参りました。現在の小学６年生までの助成制

度を、義務教育の終わる中学３年生までに拡充し、所

得制限を撤廃することを引き続き要望し、取り組んで

まいります。 

 

プレミアム付き商品券を発売 

市民の皆さんの消費意欲を高め、本市の産業振興と

地域経済の活性化を図るために、プレミアム付き商品

券「茨木市プレミアムハッピー商品券」を発行します。 

国の交付金を活用した事業で、公明党の強い要望に

より実現します。 

 

「茨木市プレミアムハッピー商品券」概要 

構成：1 冊につき 12,000 円分（500 円券×24

枚）を 10,000 円で販売。プレミアム率 20％  

発行冊数：7 万冊  

販売方法：先着窓口販売（８月２３日・２６日） 

指定販売場所（予定）：茨木にぎわい亭・イオン各店

舗・平和堂各店舗等市内１０か所程度を予定 

購入限度冊数 ：1 人あたり最大 2 冊まで  

利用期間：平成 27 年 12 月 31 日（木曜日） まで 

詳しくは、広報いばらき 7 月号をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路交通法改正（６月１日施行）について 

自転車の危険運転の罰則の強化 

危険行為を繰り返す自転車運転者に安全講習の受

講が義務化されました。 

講習の対象となるのは、3 年以内に 2 回以上、改正

法が定める危険行為で摘発された14歳以上の運転者。

これまでは、危険行為をしても警察による注意のみで

済まされることも多かったが、講習の義務付けで運転

者の安全意識が高まると期待されています。 

受講命令に従わない場合は「5 万円以下の罰金」に

処せられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

免許もいらず、気軽に乗れるのが自転車の利点の一

つですが、一方で危険な事故と隣り合わせにあること

を忘れてはなりません。 

事故は、ほんの一瞬の油断で起き、人生を狂わせる

場合もあります。これを契機に、茨木市民全員で自転

車マナーの向上に努め、安全第一を徹底し、被害者に

も加害者にもならないよう心掛けて参りましょう。 

茨木市議団メルマガ通信登録のお願い 

公明党茨木市議団では、10,000 人の登録を目指し「メールマガジン」の配信を行っています。是非メール

マガジンの登録をお願い致します。 

携帯・スマートフォンのバーコードリーダーで右のＱＲコードを読み込むか、 

下記のメールアドレスを打ち込んで頂き、空メールを送信して下さい。 

折り返しメールが返送されますので、お名前をご入力頂き、党員・その他の 

選択、グループ名の選択をして頂き、再度送信をお願い致します。 

autoreg@lifesupport.info 

※通信にはパケット代がかかりますのでご注意下さい。 


